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○公平公正な共用周波数リソース割当方式 
ダイナミック周波数共用において、空き周波数リソースは、複数の 2 次事業者間で共用

されることが想定されるため、周波数管理システムは、共用周波数を 2 次事業者へ動的に

割当る必要がある。また、共用周波数の利用効率を向上するには、2 次事業者の需要に基

づいた速やかな周波数割当が必要である。そこで、本課題では、従来の 2 次事業者別に割

当周波数帯を固定した方式と比較して、空き周波数リソースのうち共用利用者へ割当られ

る帯域における周波数効率を 30%以上増加させつつ、割当計算時間を抑制することで時間

的な空きリソース周波数の 90％以上を公平に 2 次事業者へ割り当てることを目標とした。 
考案した周波数割当手法を、シミュレーション環境として、3 事業者が計 120 局の基地局

を配置し、10 チャネル分の共用周波数を 24 タイムスロット分割り当てることを想定して、

評価を行った。図イ-４ (a)に、基地局を配置する正方形エリアの 1 辺の長さに対する、周

波数効率を示すエリア全体の平均スループット 3の評価結果を示す。提案手法では、2 次事

業者に共用周波数を固定的に割当する従来手法と比べ、目標値 30 %を上回る 43 %以上増

加することを確認した。次に、同一評価条件下において、公平性を評価した。公平性の評

価指標として Fairness Index (FI) を用いた。同指標は、1 に近づくほど、事業者間の需要

帯域に対する割り当て帯域を示す獲得率の差分がなく、公平性が高いことを示す。2 事業

者に固定的に割り当てる従来手法では、FI が 0.98 だったのに対して、提案手法でも同等

の 0.98 となり、需要に応じた動的割当でも高い公平性を保つことを確認した。次に、割り

当て基地局数に対する 2 タイムスロットあたりの計算時間を図イ-４ (b)に示す。基地局仮

想化を実施しない場合と比べ、提案手法では、計算時間を 1/1000 以上圧縮した。また、計

算時間は、米国での CBRS4の基地局制御の最短単位である 5 分を割当周期とした場合で

も、割当計算によるロスは約 3%となり、到達目標である時間的な空きリソース周波数の

割当率 90%以上を達成した。 

  

(a) スループット (b) 計算時間 

図イ-４ 提案手法と既存手法の平均スループット及び計算時間の比較 
 

ウ 共用周波数

の利用技術 

○共用周波数の干渉許容技術 

 本課題では、5Gシステム側で得られる既存システムに関するシステム情報の粒度によっ

て干渉影響を低減するアプローチが異なるため、詳細な情報が利用可能な場合に適した技

術として、「(1)共用システムにおける異システム対応型干渉除去手法」を、情報粒度が粗

い場合に適した技術として、「(2)共用システムにおける適応的リソース再構成制御手法」

の検討を行った。 

(1)の干渉除去技術では、既存無線システムからの干渉信号を 5G受信機で除去すべく、サ

ンプリング周波数 5等のシステム差分および双方の信号の受信タイミング差分を補正し、

5G 受信機側で異システムの受信レプリカ信号 6を生成して除去する技術を確立した。図ウ

-１に本技術を実装した試作装置の屋外無線伝送実験で得られた結果を示す。既存無線シス

テムからの干渉が強く、これまで 5G通信が利用できなかった状況において、提案する干渉

除去技術を適用することで 8Mbps から 23Mbps 程度のスループットが得られた。この結果

から、受信機の実装制約を考慮した条件においても、目標とする 30％以上の周波数利用効

率改善に相当する特性を確認した。 

                                                   
3 スループット：伝送路を通じて単位時間あたりに送受信できるデータ量 
4 CBRS(Citizens Broadband Radio Service)：3.55GHz から 3.70GHz を利用する、米国での周波数共用方式 
5 サンプリング周波数：アナログ信号をデジタル信号に変換する際、1 秒間にデータをサンプリングする回数 
6 レプリカ信号：所望の送信アンテナ信号を検出する際、他の送信アンテナからの干渉信号を予測して複製した信号 
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(2)リソース再構成技術の検討では、5G システムにおいて既存無線システムからの干渉影

響を基地局が把握し、干渉影響の少ない端末に対してリソースおよび電力を集中的に割り

当てる技術を確立した。具体的には、既存無線システムから各端末への干渉影響を把握す

るために 5G に信号を送信しないブランクシンボル区間を挿入し、ユーザが干渉影響を観

測し、基地局に通知し、これに基づいてリソースの割り当てを行う。システムレベルの計

算機シミュレーションによる評価を行い、図ウ-２に示すように、既存無線システムからの

離隔距離が小さい場合（300m程度）において、ブランクシンボル挿入によるオーバーヘッ

ドが発生する場合においても、目標とする 30%以上の周波数利用効率改善の実現を確認し

た。 

  
図ウ-１ 提案干渉除去方式の 

適用効果一例 
図ウ-２ システム間の離隔に対するスル

ープット特性 
 

○共用周波数の重度干渉回避技術 

 重度な干渉の前兆となる、共用周波数利用時の干渉条件での信号検出方式に取り組ん

だ。サンプル点加算 CBM（Correlation Based Method）およびシンボル加算 CBM方式を導

入し、マルチパスフェージング 7環境下であっても、既存無線システム（FPU）の信号、お

よび 5Gシステムの信号が、I/N8= –10dBにおいても検出できる方式を確立し、電波センサ

ーに実装した。実装した電波センサーを用いて、図ウ-３に示すように、都内の実証フィー

ルドで実際に 2.3GHz帯 LTE信号の検出実証試験を実施し、I/N=–10dB付近でも検出可能で

あることを実証した。また、電波センサー回路規模削減に資する量子化待受信号方式を確

立した。 

既存システムから 5Gシステムへの制御情報を通知、もしくは相互に制御情報を交換し、双

方の無線システムが、より密な連携により、重度な干渉を回避可能な周波数共用を実現す

る通信方式の検討を行った。制御情報の通知、交換する所要通信エリアを 5kmとし、この

通信エリアを最大送信電力 250mWで伝送可能な方式の確立を目標として取り組んだ。そし

て IEEE802.15.4g/4x 準拠の狭帯域 OFDM9をベースに、狭帯域 OFDM の特徴である少ないパ

イロット信号でも移動通信環境での利用に対応可能な送受信方式を提案し、図ウ-４に示す

ように、目標値の 1/10 以下である送信電力 20mW で約 6km 伝送を達成する方式を確立し

た。 

共用可能な周波数帯が可変する場合でも、5Gシステムでの利用が可能にするために、可変

帯域制限型の 5G システムを想定している。空き周波数リソースの有効活用には帯域外輻

射の抑圧が必要で、送信側で時間軸窓を適用し、受信側で LLR 調整 10を実施することで、

帯域外輻射の 1/1000 以下の抑圧を実現しつつ通信品質の劣化がない方式を確立した。本

方式を異システム間共通連携制御干渉検出方式としても活用可能な商用 5G システムへ実

装し、図ウ-５に示すように、約 25dBの抑圧を実証した。 

                                                   
7 マルチパスフェージング：電波が地形や建物による反射や回折を繰り返し、複数の電波となって受信機に到達すること

により、受信電力が大きく変動する現象 
8 I/N：他システムからの干渉電力(I: Interference)と、自システム内の雑音電力(N: Noise power)とのレベル比 
9 狭帯域 OFDM：狭いチャネル帯域幅において変調方式と符号化方式を可変することにより、省電力で利用環境に適応

したデータレートを実現する通信方式 
10 LLR 調整：ある受信信号に対し元の送信ビットが 0 もしくは 1 である確率の比の対数値(LLR)を補正し復号する手法 
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・従来の周波数共用では割当てが困難と判断されていた空き周波数リソースの 90％以上を共用可能

とすることで、５Ｇへの周波数割当てを加速させるための研究開発であり、合わせて時間単位での

高度な周波数共用に関する技術的検討を実施し、技術的条件を取得する調査検討である。いずれの

項目についても到達目標を達成していると判断する。 

・達成目標は着実に達成されており、対外発表件数、申請特許件数ともに多い。高いレベルの多くの

技術成果が得られている。また、それらの知財の獲得と標準化が戦略的に行われており、研究機関

間の連携も有効であったと判断する。 

・5G の普及に向けて、国際的な調和を保ちながら新たな周波数ニーズに対応すべく、5G と既存無線

システム間の動的かつ稠密な周波数共用の実現を目指すために、研究開発と技術試験事務を合わせ

て行ない、「空き周波数リソース探知技術」、「共用周波数の管理技術」、「共用周波数の利用技術」に

より、それぞれ、探知率 90%以上、時間割当率 90%以上、周波数利用効率 30%以上改善と、目標値以

上を達成している。また、技術試験事務「移動通信システムと他の無線システムとのダイナミック

な周波数共用に関する調査検討」と連携し、研究開発の要素技術を反映させ、2.3GHz 帯の社会実装

に向けた環境整備、26GHz 帯に対するダイナミック周波数共用の有効性の確認に貢献している。以

上より、目標は達成され、予算も効率的に使用されたと思われる。 

 

７ 評価に使用した資料等 

○規制改革実施計画（平成 29年 6月 9日閣議決定） 

https://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/suishin/publication/p_index.html 

○未来投資戦略 2017（平成 29年 6月 9日閣議決定） 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/miraitoshikaigi/dai10/index.html 

○規制改革推進会議 第２次答申（平成 29年 11月 29日決定） 

https://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/suishin/publication/p_index.html 

○電波利用料による研究開発等の評価に関する会合 ＜電波利用料＞ 

https://www.tele.soumu.go.jp/j/sys/fees/purpose/kenkyu/ 

 

以上 

 


